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父母の離婚後の子の養育に関する民法等改正法の施行準備のための関係府省庁等連絡会議 
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８ 学校関係 
 就学すべき学校の指定等の事務について、婚姻中

の父母双方が親権者である場合や、離婚後の父母双

方を親権者と定めた場合には、全ての親権者を名宛

人とする必要があるか。 

 就学すべき学校の指定等の後に続く、就学校変更の申立て等の保護者による行為は、「監

護及び教育に関する日常の行為」に当たらず、婚姻中の父母双方が親権者である場合や離婚

後の父母双方が親権者と定められている場合を含め、全ての親権者の共同の意思によって親

権を行使する必要がある行為に当たる。一方で、学校や教育委員会は、親権や監護権に関す

る情報を知り得る立場になく、また、一般論として、これまでの実務上の取扱いにならい、

親権行使に当たり、申請書等への一方の親権者の署名押印をもって他方の黙示的な同意を推

定することは、改正法の趣旨に反しないとされている。これらを踏まえれば、離婚後の共同

親権者からその双方を名宛人とするよう明示的な依頼がない限りは、これまでの実務上の取

扱いのとおり、一方の親権者を名宛人として取り扱って差し支えない。また、書面上の表記

として、例えば、「○○○○（子の名前）の保護者」宛てとするなどの工夫が考えられる。 

 保護者（子に対して親権を行う者）が行うべき、

就学校変更の申立て（学校教育法施行令８条）を監

護者が単独で行うことは可能か。 

就学校変更の申立ては、「監護及び教育に関する日常の行為」ではないものの、民法第８２

０条に規定する「監護及び教育」に関する事柄である。新民法第８２４条の３第１項におい

て、監護者（監護をすべき者）は、「監護及び教育」に関して、親権を行う者と同一の権利義

務を有し、また、単独ですることができると定められている趣旨を踏まえれば、学校教育法

において「保護者（子に対して親権を行う者）」が行うこととされている行為を、監護者が単

独で行うことについては差支えない。 また、就学校に関し、監護者として指定されていない

親権者と、監護者の意向が異なる場合には、新民法第８２４条の３第２項の趣旨により、監

護者の意向が優先することになる。 

なお、学校や教育委員会は、親権や監護権に関する情報を知り得る立場になく、また、こ
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れまでの実務においては、子と同居する親に親権や監護権があるものと推定して手続を行っ

てきたことに鑑みれば、今後も同様の推定の下に各種手続きを進めることは、改正法の趣旨

に反するものではない。ただし、保護者等から、監護権、親権に関する事実関係等について

申告があった場合には、その申告に基づいて適切に対応されるべきものである 。 

 就学援助制度について、婚姻中の父母双方が親権

者である場合や、離婚後の父母双方を親権者と定め

た場合には、支援の認定を受ける際に、父母双方の

収入を考慮することとなるか。 

就学援助は学校教育法第１９条に基づき、保護者（親権者）に対して市町村が支援する制

度であり、支援対象は、保護者のうち、生活保護法上の「要保護者」と、市町村教育委員会

が要保護者に準ずる程度に困窮していると認める「準要保護者」となる。 

離婚後の父母双方を親権者と定めた場合における「要保護者」については、原則として、

同一の住居に居住し、生計を一にしている者を同一世帯として認定した上で、当該世帯の収

入及び資産等を踏まえて「要保護者」であるかを判断することとなる（後述の「１１ 生活

保護関係」も参照されたい。）。 

「準要保護者」については、認定基準が各市町村において定められているので、詳しくは

お住いの市町村教育委員会にご相談いただきたい。 

 就学援助制度について、婚姻中の父母双方が親権

者である場合や、離婚後の父母双方を親権者と定め

た場合には、支援の認定を受ける際に、父母双方の

同意が必要になるのか。 

 就学援助は学校教育法第１９条に基づき、保護者（親権者）に対して市町村が支援する制

度である。 

 就学援助の申請手続きは、支援を受けようとする保護者が、自身に対する支援を受けるた

めに申請手続きを行うものであるため、その申請手続きは子に対する親権の行使にあたらな

い。このため、婚姻中の父母双方が親権者である場合や、離婚後に父母双方が親権者である

場合にも、父母双方の同意がないと申請できないものではない。 
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 高等学校等就学支援金について、離婚後の父母双

方を親権者と定めた場合、支援の認定においては、

父母双方の収入を考慮することとなるか。 

高等学校等就学支援金の収入要件については、いわゆる高校無償化に関する政党間の合意

に基づき、令和８年度から撤廃されたため、令和８年度以降は、支援の認定にあたって、親

権者等の収入は考慮されない。 

他方、高等学校等就学支援金制度の見直しに伴い、令和８年度から、新たな制度の対象外

となる外国籍及び外国人学校の生徒に対しては、旧制度と同等の水準で授業料への支援を行

う（「高校生等・新修学支援」事業など）こととしている。これらの支援に関しては、以前の

高等学校等就学支援金制度と同様に、親権者等の収入に基づく判定が実施されることになっ

ている。なお、その判定において、共同親権であるため親権者は２名だが、親権者の一方に

就学に要する経費の負担を求めることが困難と思われる場合は、もう一方の親権者の収入の

みにより判定する取扱いをすることとする。一方の親権者に就学に要する経費の負担を求め

ることが困難な事例は多岐にわたることが想定されるため、該当すると思われる場合は各都

道府県の就学支援金担当にご相談いただきたい。 
 

 高校生等奨学給付金について、①婚姻中で父母双

方が親権者である場合や、②離婚後の父母双方を親

権者と定めた場合は、給付の認定においては、父母

双方の収入を考慮することとなるか。 

高校生等奨学給付金は、高校の授業料以外の教育費の負担を軽減することを目的としてい

る。給付の認定において、親権者等の収入に基づいて判定をしているが、その判定において、

共同親権であるため親権者は２名だが、親権者の一方に就学に要する経費の負担を求めるこ

とが困難と思われる場合は、もう一方の親権者の収入のみにより判定する取扱いをすること

とする。一方の親権者に就学に要する経費の負担を求めることが困難な事例は多岐にわたる

ことが想定されるため、該当すると思われる場合は各都道府県の奨学給付金担当にご相談い

ただきたい。 
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 高校等専攻科の生徒への修学支援について、離婚

後共同親権制度の導入により支援の認定に影響は

あるのか。 

 高校等専攻科の生徒への修学支援は、高等学校専攻科に通う低所得世帯の生徒に対する授

業料等の負担を軽減することを目的としている。高等学校専攻科は高校等を卒業した後に入

学する教育課程であることから、大学など高等教育段階の修学支援制度に準じた支援の仕組

みとしており、かつ、高等学校専攻科の生徒は、一般的には入学時点で成人年齢に達してお

り、生徒の成人後は親権が消滅することから、生計維持者の収入を考慮して認定を行う仕組

みとしている。このため、離婚後共同親権制度の導入により支援の認定に変更が生じること

はない。 

 特別支援教育就学奨励費について、婚姻中の父母

双方が親権者である場合や、離婚後の父母双方を親

権者と定めた場合には支弁区分の決定の際に、父母

双方の収入を考慮することとなるか。 

 特別支援教育就学奨励費は、教育の機会均等の趣旨に基づき、障害のある幼児児童生徒の

就学の特殊事情に鑑み、特別支援学校等に就学する児童等の保護者等の経済的負担を軽減す

るため、その負担能力の程度に応じて支弁区分を決定し、就学のために必要な経費を支援す

る制度である。 

支弁区分の決定に当たっては、親権者に限らず、親権者の属する世帯全体の収入等を算定

の基礎としていることから、父母双方が親権者である場合においても、申請者となる親権者

が属する世帯全体の収入等を算定の基礎とし、支弁区分を決定することとなる。 

 特別支援教育就学奨励費について、婚姻中の父母

双方が親権者である場合や、離婚後の父母双方を親

権者と定めた場合には、支援の認定を受ける際に、

父母双方の同意が必要になるのか。 

 特別支援教育就学奨励費は、特別支援学校等に就学する児童等の親権者を支援する制度で

ある。 

 特別支援教育就学奨励費の申請手続きは、支援を受けようとする親権者が、自身に対する

支援を受けるために申請手続を行うものであるため、その申請手続は子に対する親権の行使

にあたらない。このため、婚姻中の父母双方が親権者である場合や、離婚後に父母双方が親

権者である場合にも、父母双方の同意がないと申請できないものではない。 
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 離婚後共同親権制度の導入によって、日本学生支

援機構の奨学金制度や高等教育の修学支援新制度

における生計維持者の考え方に影響はあるのか。 

 制度導入前は受けることができていた経済的支

援が受けられなくなるのではないか。 

 日本学生支援機構の奨学金制度における家計基準（収入要件）は、「生計維持者」の収入等

の状況に基づいて判定することとしており、生計維持者は原則として父母の２名だが、離婚

等により父又は母と本人が別生計となっている場合などについては、これまでも、親権の有

無にかかわらず、学生等の事情に応じて判定することとしている。このため、離婚後共同親

権制度の導入によって制度上の取扱いは変わらない。 

※ 「離婚等」には、離婚調停中、ＤＶによる別居中、又は未婚の場合なども含む。 

※なお、未成年者が奨学金に申し込むときは、親権者の同意が必要となるが、事情により親

権者の同意を得られない場合は、追加書類の提出により申込みを受け付けている。 

 
１１ 生活保護関係 
離婚後の父母双方を親権者と定めた場合には、生活

保護を受けるための父母の資力要件（収入・資産等）

については、その双方の資力を考慮して判断される

こととなるか。 

 生活保護については、父母双方が親権者であるかその一方が親権者であるかにかかわら

ず、原則として、同一の住居に居住し、生計を一にしている者を同一世帯として認定した上

で、当該世帯の収入及び資産等を踏まえて保護の要否及び程度を判断することとなる。 
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